
平成 16 年 10 月期  第 1 四半期業績の概況（非連結） 
      平成 16 年 2 月 23 日 

上場会社名 日本ロングライフ株式会社    （コード番号：4355 大阪証券取引所 ﾍﾗｸﾚｽ市場） 
（ＵＲＬ http://www.j-longlife.co.jp） 
本社所在地  大阪市北区大淀南一丁目３番 11 号 
問合せ先 代表者 代表取締役社長 遠藤  正一       TEL  （06）6458－7131 
     責任者  取締役管理本部長 大植  史義  
                                                            
１．四半期業績の概況作成等に係る事項 

① 会計処理の方法の最近会計年度における 

  認識の方法との相違の有無             ： 有 

 ② 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況       ： 無 

 ③ 公認会計士または監査法人による関与の状況     ： 無 

２．平成 16 年 10 月期第 1四半期（平成15年11月1日～平成16年1月31日）の業績  

（１）経営成績の進捗状況                      （単位：百万円未満切捨） 
 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期(当 期) 
純  利  益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 
16年10月期１四半期 541 7.6 74 △27.0 77 △24.3 43 △20.8

15年10月期１四半期 503 46.2 102 100.0 101 134.8 55 139.1

（参考）15年10月期 2,088 329 326  178 

 
 １株当たり四半期 

（当期）純利益 
潜在株式調整後  
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円 銭 円 銭 

16年10月期１四半期 3,856 91 3,853 44 

15年10月期１四半期 4,885 32 4,882 20 

（参考）15年10月期 15,649 22 － － 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．パーセント表示は対前年同四半期比増減率を表示しております。 
 
[経営成績の進捗状況に関する定性的情報等] 

当第１四半期（平成 15 年 11 月 1 日～平成 16 年１月 31 日）におけるわが国経済は、厳しい雇用情

勢や、為替レートの動向に留意する必要はあるものの、設備投資と輸出に支えられ、企業収益の改善

傾向や株価の持ち直しなどにより、景気は着実に回復していると見込まれます。 

このような状況のもと当社では、豊かな高齢化社会の建設を目指して、高齢者が安心して生活でき

るよう、ホーム介護事業や在宅介護事業など、総合的な介護サービスを提供しており、引き続き市場

ニーズに合わせた積極的な事業運営を展開してまいりました。その結果、当第１四半期における売上

高は 541 百万円（前年同期比 7.6％増）となり、営業利益は 74 百万円（前年同期比 27.0％減）、経常

利益は 77 百万円（前年同期比 24.3％減）となりました。 
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（２）事業部門別の売上の状況は、以下の通りであります。      （単位：百万円未満切捨） 
16 年 10 月期第１四半期
（当四半期 ３ヶ月累計）

15 年 10 月期第１四半期
（前四半期 ３ヶ月累計）

参 考 
15 年 10 月期（通年）

 

金 額 構成比 

対前年同
期増減率

金 額 構成比 金 額 構成比 
 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

ホーム介護事業 384 71.0 8.4 354 70.5 1,478 70.8 

在宅介護事業 136 25.2 △0.3 136 27.2 536 25.7 

その他の事業 20 3.8 78.3 11 2.3 73 3.5 

合  計 541 100.0 7.6 503 100.0 2,088 100.0 

 

（３）財政状態の変動状況                    （単位：百万円未満切捨） 
 総 資 産  株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 % 円 銭 
16年10月期１四半期 3,821 1,316 34.5 115,566 11 

15年10月期１四半期 2,428 1,184 48.8 104,279 67 

（参考）15年10月期 2,807 1,306 46.6 114,709 19 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
[財政状態の変動状況に関する定性的情報等] 

第１四半期の財政状態は、前会計年度末と比較して総資産は 1,014 百万円増加しております。資産

の増加要因の主なものは、現金及び預金の増加 307 百万円、土地・建物など有形固定資産の増加 666

百万円であり、負債・資本の増加要因の主なものは、長期借入金（１年以内返済を含む）の増加 1,050

百万円によるものであります。 

３．平成 16 年 10 月期業績予想（平成15年11月1日～平成16年10月31日） 

 予想売上高  予想経常利益 予想当期純利益 １株当たり  
予想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円   銭 

通  期 2,720 450 250 21,942  45 

[業績予想に関する定性的情報等] 
 当第 1 四半期の業績経過は、概ね計画どおりの推移となっておりますので、現時点での中間期及び
通期の業績予想につきましては、平成 15 年 12 月８日に発表いたしました業績予想に修正はありませ

ん。 
（注）上記の予想は本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後さまざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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添付資料 

１．第１四半期財務諸表等 

（１）第１四半期貸借対照表 

 

 
前第１四半期末 

(平成15年１月31日) 

当第１四半期末 

(平成16年１月31日) 

（ 参 考 ）  

平成15年10月期 

区  分 金  額 (千円) 
構成比
(％)
金  額 (千円) 

構成比 
(％)
金  額 (千円)

構成比
(％)

(資産の部) 
 

  

Ⅰ 流動資産 
 

 

１ 現金及び預金 
 
482,853 906,268   598,485

２ 売掛金 
 
190,144 185,956   170,513

３ たな卸資産 
 
1,173 1,866   636

４ 繰延税金資産 
 
12,724 30,256   30,256

５ その他 
 
20,568 40,102   33,628

６ 貸倒引当金 
 
△310 △170   △170

流動資産合計 
 
707,154 29.1 1,164,280 30.5  833,350 29.7

Ⅱ 固定資産 
 

  

１ 有形固定資産 
 

  

(1) 建物 
 
903,930 1,123,729   982,658

(2) 構築物 
 
70,586 77,972   77,746

(3) 車両運搬具 
 
3,475 1,549   1,777

(4) 工具器具備品 
 
14,373 47,168   27,694

(5) 土地 
 
534,980 856,873   534,980

(6) 建設仮勘定 
 
－ 281,366   97,573

有形固定資産合計 
 
1,527,347 62.9 2,388,660 62.5  1,722,432 61.4

２ 無形固定資産 
 
2,956 0.1 4,450 0.1  4,150 0.1

３ 投資その他の資産 
 

  

(1) 繰延税金資産 
 
7,320 16,976   16,976

(2) 差入保証金 
 
94,614 123,779   128,944

(3) その他 
 
89,217 123,216   101,321

投資その他の資産合計
 
191,152 7.9 263,972 6.9  247,241 8.8

固定資産合計 
 
1,721,455 70.9 2,657,083 69.5  1,973,824 70.3

資産合計 
 
2,428,610 100.0 3,821,363 100.0  2,807,174 100.0
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前第１四半期末 

(平成15年１月31日) 

当第１四半期末 

(平成16年１月31日) 

（ 参 考 ）  

平成15年10月期 

区  分 金  額 (千円)
構成比
(％)
金  額 (千円)

構成比 
(％)
金  額 (千円)

構成比
(％)

(負債の部) 
 

  

Ⅰ 流動負債 
 

  

１ 買掛金  7,058 6,108   6,184

２ 一年内返済長期借入金  － 180,000   －

３ 未払法人税等  45,467 28,836   125,000

４ 未払消費税等  6,700 －   －

５ 前受金  872,223 1,048,843   1,046,705

６ 賞与引当金  8,412 7,882   20,834

７ その他  148,111 240,114   164,679

流動負債合計  1,087,975 44.8 1,511,785 39.5  1,363,404 48.5

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  － 870,000   －

２ 退職給付引当金  2,363 2,716   2,569

３ ホーム介護 
アフターコスト引当金

 － 21,330   21,600

４ 長期未払金  154,012 98,835   112,669

固定負債合計  156,376 6.4 992,882 26.0  136,838 4.9

負債合計  1,244,352 51.2 2,504,667 65.5  1,500,242 53.4

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  461,195 19.0 461,195 12.1  461,195 16.4

Ⅱ 資本剰余金    

  資本準備金  460,433 460,433   460,433

  資本剰余金合計  460,433 19.0 460,433 12.0  460,433 16.4

Ⅲ 利益剰余金    

 １ 利益準備金  8,700 8,700   8,700

２ 任意積立金  25,000 25,000   25,000

３ 第１四半期(当期) 
未処分利益 

 229,518 361,955   352,192

利益剰余金合計  263,218 10.8 395,655 10.4  385,892 13.8

Ⅳ 自己株式  △589 △0.0 △589 △0.0  △589 △0.0

資本合計  1,184,258 48.8 1,316,695 34.5  1,306,932 46.6

負債及び資本合計  2,428,610 100.0 3,821,363 100.0  2,807,174 100.0

    

（注）記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）第１四半期損益計算書 

 

 
前第１四半期 

(自 平成14年11月１日 
至 平成15年１月31日) 

当第１四半期 

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年１月31日) 

（ 参 考 ）  

平成15年10月期 

区  分 金  額  (千円)
百分比
(％)
金  額  (千円)

百分比 
(％)
金  額  (千円)

百分比
(％)

Ⅰ 売 上 高  503,075 100.0 541,487 100.0  2,088,561 100.0

Ⅱ 売上原価  297,527 59.1 361,652 66.8  1,319,163 63.2

売上総利益  205,548 40.9 179,834 33.2  769,397 36.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  103,441 20.6 105,255 19.4  439,407 21.0

営業利益  102,106 20.3 74,579 13.8  329,990 15.8

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 0 20  77 

 ２ その他 205 206 0.0 4,993 5,013 0.9 787 865 0.0

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 347 1,585  42 

 ２ 新株発行費 165 －  411 

 ３ その他 108 621 0.1 1,000 2,585 0.5 3,566 4,020 0.2

   経常利益  101,692 20.2 77,007 14.2  326,835 15.6

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 － 26  190 

 ２ 貸倒引当金戻入益 － － － 26 0.0 140 330 0.0

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 － 387  4,188 

 ２ 賃貸借契約解約損 816 903  10,970 

 ３ 固定資産売却損 － 816 0.2 － 1,291 0.2 26 15,185 0.7

税引前第１四半期 
（当期）純利益 

 100,875 20.0 75,743 14.0  311,980 14.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 45,403 9.0 31,800 5.9  133,833 6.4

第１四半期(当期) 
純利益 

 55,472 11.0 43,943 8.1  178,146 8.5

前期繰越利益  174,045 318,012   174,045

第１四半期(当期) 
未処分利益 

 229,518 361,955   352,192

    

(注) 記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 - 5 -



 - 6 -

２．四半期財務情報作成のための基本となる事項 

（１）当社は中間財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者の判断

を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。 

  （簡便な手続きの内容） 
法人税、住民税及び事業税は、税引前四半期純利益に年間予想税金負担率を乗じて計算してお

ります。また、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 
 
（２）固定資産に係る控除対象外消費税等については、従来当期の負担すべき期間費用として処理して

おりましたが、投資その他の資産のその他に計上し、５年間で均等償却を行うことといたしまし

た。 

   この変更により、従来の方法と比較して営業利益、経常利益および税引前第１四半期純利益はそ

れぞれ 7,136 千円多く計上されております。 
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